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第１号様式の２（第８条第１項）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
年　　月　　日
商店街にぎわい促進事業補助金交付申請書（にぎわい促進枠の２回目）
                                                                　
（申請先）
　横浜市長
	申請者
	〒
	

	
	住所
	

	
	団体名
	

	
	役職名
	

	
	代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　

	
	（TEL　　　　               ）



　商店街にぎわい促進事業補助金の交付を受けたいので、商店街にぎわい促進事業補助金交付要綱第８条第１項の規定に基づき、関係書類を添えて申請します。
 なお、補助金の交付を受けるにあたっては、横浜市補助金等の交付に関する規則（平成17年11 月30日横浜市規則第139号）及び商店街にぎわい促進事業補助金交付要綱を遵守します。

１　補助金交付申請額

￥　　　　　　　　　　．―
　　※1,000円未満切り捨て

２　これまでのにぎわい促進枠の交付確定額（交付額が確定していない場合は交付決定額）

￥　　　　　　　　　　．―
　　
３　申請枠（該当する項目にレ点を記入）
　　にぎわい促進枠　□事前申請　　□事後申請

４　関係書類（添付する書類にレ点を記入）
※１回目の申請から内容に変更がない場合(2)(3)(4)(6)の書類は提出を省略可能
□(1) 事業計画書（第１号様式の３）
事後申請の場合には、事業計画書に代えて、事業報告書（第８号様式の２）を提出
□(2) 定款又は規約等の写し
□(3) 正会員名簿の写し
□(4) 役員名簿の写し
□(5) 見積書等経費の内訳がわかる書類
　事後申請の場合には、見積書等経費の内訳がわかる書類に代えて、経費の支払いを証する書類（領収書等）の写しを添付
（１件あたり 1,000,000円以上の場合には、見積書等と領収書等のいずれも添付）
□(6) 「脱炭素取組宣言」を行ったことが分かる書類
□(7) 事後申請の場合、事業の実施状況がわかる写真及び成果物（チラシ等）の資料
□(8) その他、市長が必要と認める書類

５　宣誓事項（全ての項目にレ点を記入）
□　法令、条例、規則、本要綱又はこれらに基づき市長が行った指示に違反しないこと。違反した場合、補助金の一部又は全部を返還すること。
□　本申請書を含めて提出する書類に虚偽の記入や偽りの証明が無いこと。
□　市長が補助金の活用状況について調査を行うときは、聴取や資料の提出等に協力すること。
□　補助事業の実施にあたっては、国、都道府県その他の地方公共団体又は本市の補助金を、同一経費に併用しないこと。

